
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４４１６

基盤研究(C)

2014～2011

組織変動と社会変動の関連に対する組織デモグラフィー的接近

An organizational demographic approach to social change and organizational change

９０１８７９５６研究者番号：

高瀬　武典（Takase, Takenori）

関西大学・社会学部・教授

研究期間：

２３５３０６３４

平成 年 月 日現在２７   ６ ２０

円     3,900,000

研究成果の概要（和文）：現代日本における組織規模の変動をみると大規模化・小規模化・平準化等の傾向が領域ごと
に混在しており、社会全体では組織変動傾向が多様化しているといえる。この傾向が日本社会における工業化社会から
ポスト工業社会への移行を反映しているという前提のもと、ポスト工業社会における組織変動のプロセスに地域・情報
・ネットワーク等の要因がもつ関連を組織デモグラフィーの枠組みに依拠しながら研究した。企業組織全体の傾向とし
て、存続率に関して地域の特殊性がもつ重要性が確認された。また、組織のデモグラフィックな変化に対する業種・地
域の交互作用効果の存在から、企業の地域間の存続チャンスの差が顕在化していることが確認された。

研究成果の概要（英文）：The changing tendency of organizational size in recent Japanese society consists 
of various move: that is increase, decrease, and status quo. The changing tendencies of Japanese 
organizations have diversified as a whole. Within the framework of organizational demography we studied 
the effects of regions, and information network on processes of organizational change in contemporary 
post-industrial society from the assumption that these diversity are influenced by the transition from 
industrial society to post-industrial society.Regional features found to have important effect on the 
variation of survival rates of company organizations as a whole. And we found that existence of 
interacting effects of industries and regions on demographic dynamics of conmpany organizations have made 
regional differences of survival chance of companies explicit.

研究分野：社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
⑴従来、組織研究では、構造などの諸組織属
性に影響を与える要因として組織規模が重
視されてきた。そして工業化社会においては
組織規模の拡大が官僚的化等の組織変動を
招くと考えられてきた。 
⑵しかし高度経済成長期の日本における一
律の規模拡大傾向に対して、現代日本の組織
規模は産業によって大規模化・小規模化・平
準化等の傾向が混在しており、組織規模は拡
大化から多様化の時代に転換した。 
⑶高度経済成長の終焉を日本社会の工業化
段階からポスト工業化社会段階への社会変
動の一例としてとらえるならば、これらの変
化は、社会変動と組織変動の関係に新しい研
究枠組を必要とすることを意味している。 
⑷現代日本社会の組織変動の状況について
は、個別の組織事例からの一般化がなされて
いるものの、社会全体からみて組織変動の傾
向がどうなっているかについてできるだけ
客観的・包括的にとらえようとする試みはほ
とんどなされてこなかった。 
 
２．研究の目的 
(1)日本の企業組織の変動の状況を、事業所組
織規模の業種内分布と、地域分布の両方の面
から明らかにする。 
(2)企業組織の「設立」「発展」「消滅」などの
デモグラフィックな諸事象がどのようなメ
カニズムに基づいているのかを明らかにす
る。 
(3)以上の結果をもとに、日本社会のマクロな
レベルにおける情報化・地域間格差の拡大な
どの社会変動を、組織レベルのデモグラフィ
ックな事象のメカニズムから統合的に説明
する理論枠組を構築する。 
 
３．研究の方法 
マクロ社会の変動を論じるうえで組織に関
する「デモグラフィック」なアプローチが重
要な意義をもつものと期待できる。組織への
「デモグラフィック」なアプローチとは人間
の人口を対象とする「人口統計学」をそのま
ま使用するという意味ではなく、個々の組織
を単位として、つまり人口統計学における
「人間」の代わりに「組織」をあてはめたう
えで、それらの数の増減の実態やメカニズム
を研究することを意味する。組織変動研究の
領域においても組織進化や環境適応をマク
ロな水準でとらえるための方法としてデモ
グラフィックな研究が多くとられるように
なってきている。 
 
４．研究成果 
⑴帝国データバンク株式会社作成による倒
産企業データと COSMOS２データをもとにし
て、全国の、2012 年時点で存続している全業
種企業 1,425,857 社と、1984 年以後 2012 時
点までに倒産した371,650社に関するデータ
を合わせた計 1,797,506 社を対象に、業種・

所在地についての生命表を算出し、生存時間
中央値（人間の「平均寿命」に相当する。以
下、「平均存続年数」と呼ぶ）の比較を行っ
た。データ上の制約から 1983 年以前に倒産
した企業の情報が欠落しているため、本来の
「かつて日本に存在したすべての企業」に関
する値よりも今回の分析結果が、じっさいよ
り長めに算定されてしまうという限界はあ
るが、現在利用しうるもっとも包括的なデー
タを用いた分析であることは間違いない。 
 その結果、全国全業種をひとまとめにした
場合の企業の「平均寿命」は 89.1976 年であ
ることがわかった。企業悉皆的な生存時間分
析はいままで行われておらず、本研究が最初
のものである。 
⑵業種により平均寿命は著しく差を見せて
おり、大分類レベルでみるならば、最も長い
のが金融業(200 年)で、以下農林水産業
(101.0 年)、不動産業(184.9 年)、サービス
業(139.2 年)、電気ガス水道業(128.0 年)、
製造業(92.1 年)、卸・小売業(88.7 年)、運
輸通信業(82.6 年)、鉱業(63.9 年)の順に続
き、もっとも短いのが建設業(73.8 年)であっ
た。 

  
図１ 業種（大分類）ごとの生存関数 

 
組織の「寿命」の比較として上記のような
平均存続年数が最も簡便な指標となるが、ど
の時期にどの程度組織が消滅の危機を迎え
やすいかなどの点についてより詳しく調べ
るためには、組織の設立以来の経過年数（存
続年数）に、累積生存率（組織の全体数のう
ち、その存続年数まで存続し続けている割合
の推定値）を対応させる「生存関数」のグラ
フが有用である。図１は業種大分類ごとの生
存関数を示したグラフである。ここで累積生
存率が 0.5 となるときの存続年数が上記の
「平均存続年数」に相当する。このグラフか
ら、どの業種も平均存続年数に到達するまで
は累積生存率のカーブの落ち込みが急であ
るのに対して、平均存続年数をこえると傾き
がゆるやかになっている。つまり設立以来の
年数が浅いほど消失の危険性が大きい傾向
があらわれている。 
(3)また、地方間の比較では、中部地方が最
長で(122.1 年)、以下中国(109.0 年)、四国



(106.3 年)、東北(94.9 年)、関東(82.2 年)、
九州・沖縄(80.3 年)、北海道(78.4 年)の順
に続き、もっとも短いのが近畿(68.9 年)であ
った。 
 図２の生存関数グラフでも、地方間の生存
率の差がはっきりとあらわれている。 
 

図２ 地方ごとの生存関数 
 
 
(4)地域性と業種の交互作用の有無を確認す
るために地方ごとに平均存続年数の業種間
比較を行った。 
 最も平均存続年数の長い中部地方と、最も
平均存続年数の短い近畿地方、そして東京を
含む関東地方の３地域について業種間の平
均寿命を比較すると以下のようになる。 
表１ 地方・業種（大分類）別企業平均存続年数 
業種（大分類） 中部 近畿 関東 

農林水産業 126.5 78.8 136.4 

鉱業 91.7 69.5 78.1 

建設業 96.6 63.3 72.3 

製造業 116.9 86.3 79.3 

卸・小売業 126.7 66.7 77.8 

金融業 140.0 53.7 92.1 

不動産業 200.0 94.0 141.7 

運輸通信業 122.1 66.8 75.7 

電気ガス水道業 107.0 117.0 128.0 

サービス業 144.4 86.0 123.6 

表にあらわれたように、組織の平均寿命に
相当する平均存続年数は、ほとんどの業種で
立地する地方による相違が大きくなってお
り、業種による影響よりも地域性の影響が組
織の存続に大きな意味をもつことがうかが
われる。全体的にもっとも平均存続年数の長
い中部地方の場合、ほとんどの業種で他の地
域よりも絶対的な年数が長いという意味で
は地域性の効果の存在がうかがわれる。 
地域ごとに業種別の生存関数を業種別に
検討すると、生存関数のばらつきの程度に関
して地域差を発見できる。 
 

 

 

 

 

図３ 中部地方・業種（大分類）別生存関数 
 

図４ 近畿地方・業種（大分類）別生存関数 
 

 中部地方と近畿地方の業種別生存関数値を
図３と図４によって比較すると、中部地方で
はたとえば存続年数 50 年を経過したあたり
の比較的早い段階から業種ごとの生存関数
値の差が大きく開いてくる傾向があるのに
対し、近畿地方ではほとんどの業種の生存関
数値の形状が類似している。この事実からは
生存関数については近畿地方よりも中部地
方において業種の効果が大きいという、地域
性と業種の間の交互作用の存在が示唆され
る。 
東京を含む関東地方においても中部地方
と同様、業種による生存関数の形状の違いが
顕著にみられる(図５)。この意味では地方に
よって生存関数間のばらつきに差があると
いう傾向が確認できる。しかしどの業種の生
存関数値が高く、どの業種の生存関数値が低
いかという点については３つの地方の間で
も必ずしも一致していない。農林水産業と不
動産業についてはほぼ３地域共通に生存率
が高いが、それ以外の業種は地方によって上
位にきたり下位にきたりが様々である。 
したがって地方により、①業種差が効果を
もつかどうか②業種と生存率の高低との関
係の２つの点が異なるという意味で地域性
と業種の間の交互作用の存在を推定できる。 
 
 



 
 

図５ 関東地方・業種（大分類）別生存関数 
  
地域と業種の交互作用について具体的に検
討するために、建設・製造・卸小売・サービ
スの４業種について地方別の平均存続年数
を比較したのが表２である。 
 
表２ 業種(大分類)別平均存続年数地方間比較 

業種 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州・沖縄 

建設 60.4 78.5 72.3 95.6 63.3 77.3 79.6 63.2 

製造 78.8 91.1 79.3 116.9 86.3 129.1 99.5 91.8 

卸 小売 81.6 100.9 77.8 126.7 66.7 116.7 111.7 77.1 

サービス 131.6 145.1 123.6 144.4 86.0 200.0 159.5 200 

 
業種内で地方別の効果の有無を検討する
と、効果のみられる業種と見出しにくい業種
の両方が存在する。 
たとえば図６にみられるように建設業の
場合、中部地方の生存関数値が他地方とくら
べて特に高いが、それ以外では東北・関東・
中国・四国のグループと、北海道・近畿・九
州沖縄のグループの２つに分かれ、それぞれ
のグループ内の生存関数の形状が類似して
いる。 

図６ 建設業 地方別生存関数 
 
これに対して製造業の場合は北海道の生
存率が特に低くなっているほかは建設業の

ように類似したグループを見出しにくく、生 
存率上位に属する中国、中部から四国、九
州・沖縄、東北、近畿、関東まで均等に分散
している状態になっている（図７）。 
 
 

図７ 製造業 地方別生存関数 
 

第３次産業のなかでもとくに「消費社会」
「サービス化社会」などのポスト工業化の状
況に関連が深いと考えられる「卸・小売業」
と「サービス業」をとりあげて生存関数を比
較する。 

図８ 卸・小売業 地方別生存関数 
 

図８によって「卸・小売業」の生存関数を
みると、前者はいわゆる「太平洋ベルト地帯」
に相当する関東、近畿、九州・沖縄に北海道
をくわえたグループと、それ以外の地方の２
つのグループに分かれる。日本の巨大都市は
仙台を例外としてほとんどが前者（太平洋ベ
ルト地帯と札幌）に位置していることを考え
ると、巨大都市を擁する地方とそれ以外の地
方との間で消費産業の組織変動について別
個のメカニズムが働いている可能性がうか
がわれる。 
図９にみられるようにサービス業の場合、
平均存続年数における地域差と、生存関数型
における地域差に違いが生じているのが注
目される。たとえば北海道と関東は平均存続
年数についてはそれぞれ 131.6 年と 123.6 年
で大きな差はないが、そこにいたるまでの生



存関数をグラフでみると、関東の生存率が北
海道における生存率を大きく下回っている
ことがわかる。 

図９ サービス業 地方別生存関数 
 

 これは、ある程度存続できた企業がなお
も存続する可能性は北海道と関東の間で差
がないものの、そこまで存続できない場合、
関東におけるほうが北海道におけるサービ
ス業企業よりずっと短期間で消滅する割合
が大きいことを意味する。この意味で、サー
ビス業企業においては、関東と近畿における
早い期間での消滅の割合が、それ以外の地方
と比較して群をぬいていることがわかる。 
 つまりとくに第 3 次産業の場合に関東と近
畿などの大都市圏を含む地方で、それ以外の
地方との間で組織の変動・淘汰の可能性が高
くなっている。ただし、淘汰の著しいグルー
プのなかにどの地方までが含まれるかは、
卸・小売業とサービス業との間で違いがみら
れる。 
(5)以上のように生存関数に対する地方と業
種の交互作用が推測できるが、この点につい
てさらに別の方向から検討した。地方ごとに、
業種の間の平均存続年数の長短の順位が同
じであるか異なっているかを、２つの地方を
ペアにして平均存続年数に関する業種間順
位を比較する（順位相関係数として Kendall
のタウを使用）と、表３のようになった。 
表３ 業種（大分類）別企業平均存続年数につい
ての地方間順位相関(Kendall のタウ係数) 
 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州・

沖縄 

北 海

道 

 .778 .556 .600 .244 .674 .467 .719 

東北 .778  .511 .733 .200 .719 .511 .674 

関東 .556 .511  .422 .511 .405 .200 .449 

中部 .600 .733 .422  .022 .719 .600 .584 

近畿 .244 .200 .511 .022  .180 .067 .315 

中国 .674 .719 .405 .719 .180  .584 .773 

四国 .467 .511 .200 .600 .067 .584  .629 

九

州・沖

縄 

.719 .674 .449 .584 .315 .773 .629  

相関係数：5%水準で有意 

相関係数：1%水準で有意 

全般的には業種間の相対的な順位が共通
する傾向が強いようにみえるが、1％水準で
考えると、関東と近畿と四国では、ほかのど
の地域とも有意な相関関係がなくなってし
まう。ただしこの 3つの地方の間の相関関係
をみると、関東と近畿の間では５％で有意な
相関係数が算出される（0.511）のに対し、
四国は近畿とも関東とも有意な相関関係を
示していない。また、四国の場合は 5％水準
まで基準を緩めると多くの地方との間の相
関係数が有意となる。 
 これらの結果から、業種と企業存続年数の
関係について、関東と近畿は、それ以外の地
方とは異なる特徴をもっていると推察でき
る。 
(6)以上の諸結果より、マクロなレベルでの
組織変動・組織淘汰に対して業種と地方の間
で交互作用効果が存在することがうかがわ
れる。とくに工業化社会とポスト工業化社会
との間の組織変動の違いを考えるうえで、
卸・小売業ならびにサービス業における組織
淘汰過程が大都市圏をかかえる地方とそう
でない地方にタイプが二分されていること、
そしてこの二分の境界が業種によって異な
ること、関東と近畿が、それ以外の地方との
間で異なるメカニズムをもつと推測される
ことなどの発見結果が重要な意味をもって
いる。ポスト工業化社会における組織変動メ
カニズムを考えるうえで、地方間の差、とく
に大都市圏をかかえる地方とそれ以外の地
方における組織淘汰メカニズムの差を考慮
することの重要性が確認できたことが本研
究の重要な含意である。 
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